
【環境関係】 

 

 本年５月、第六次環境基本計画が閣議決定された。同計画では、「現在及び将来の国

民一人ひとりの Well-being、生活の質、経済厚生の向上」等を目的とし、脱炭素、循

環経済、自然再興等の施策の統合・シナジー等の政策展開を行う旨規定されている。 

 国においては、同計画についてあらゆる機会を通じて広く国民への普及に努め、地

方公共団体と緊密な連携の下、各種施策を展開すること。 

 
１ 総合的な廃棄物・リサイクル対策の推進について 
 
（１）現在、「第５次循環型社会形成推進基本計画」について、～循環経済を国家戦

略に～の副題のもと、中央環境審議会において審議が進められている。廃棄物の

資源化や処理について、その円滑・適正な推進に向け、国、都道府県、市町村等

が役割分担の下、取り組むこととされているが、災害廃棄物の処理も含め、特に

大きな役割を果たしている地方公共団体に対する支援を強化するなど、諸施策の

充実を図ること。 

 

（２）ＰＣＢ廃棄物について、処理の安全性を確保するとともに、期限内処理に向け

て実効性のある処理促進策を実施すること。 

ア 高濃度ＰＣＢ廃棄物の処理事業については、地元の理解と協力の下に成り立

っていることを踏まえ、地元自治体の負担に配慮し、一日も早く完了できるよ

う、政府は一丸となって取り組むこと。 

イ 「ＰＣＢ廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に係る事務の執行

及び高濃度ＰＣＢ廃棄物等の適正処理に係る指導等に必要な経費について、確

実に財政措置を講ずること。 

ウ 事業終了準備期間を活用した処理の終了後に発見され保管となる高濃度ＰＣ

Ｂ廃棄物への対応について、事業者に対する処分費用等の助成制度を含め、処

理体制を整備すること。また、新たに発見された高濃度ＰＣＢ廃棄物を処分す

る際には、事業者に対する処分費用等の支援措置を維持すること。さらに、高

濃度ＰＣＢ廃棄物の処理に係る行政代執行に要した費用の徴収が困難となる場

合が想定されることから、代執行を行う自治体に財政負担が生じることのない

よう、処理費用だけでなく、代執行及びその後の求償事務に係る人件費も含め

た財政的支援の仕組みを確実に講ずること。 

エ 低濃度ＰＣＢ廃棄物について、その処理が効率的かつ合理的に進むよう、自

治体の指導等に要する経費について確実に財政措置を講ずるとともに、実態把

握の促進及び処理体制の充実・多様化を図ること。また、期限内の処理を確実

に行うため、調査・処理費用等に対する助成制度を創設すること。さらに、低

濃度ＰＣＢ使用製品が処分期間の終了後に廃棄物となる場合を見据え、処理体

制の確保を含め、方針を示すこと。 

オ 法で明確に使用廃止期限が定められていない使用中の低濃度ＰＣＢ含有製品

や、ＰＣＢ含有の有無が不明なものについて、計画的処理ができるよう国にお

いて早急に検討を行うこと。 

カ 微量ＰＣＢの混入の可能性を否定できない安定器が報告されたことから、実

態把握を早急に行うとともに、処理方針を示すこと。 
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キ ＰＣＢ廃棄物の早期かつ適正な処理の必要性に関して、マスメディア等を活

用した積極的な広報・啓発を継続的に行うこと。 

 

（３）近年の行政機関、事業者等の取組により、産業廃棄物の大規模な不法投棄等の

不適正処理案件の新規発生は減少傾向にあるものの、根絶には程遠い状況であ

り、依然として都道府県等が支障除去において多額の費用と労力を負担している

現状にある。 

このため、産業廃棄物適正処理推進センターに置かれた基金については、令和

５年６月に取りまとめられた「支障除去等に対する支援のあり方検討会中間とり

まとめ」を踏まえ、現行制度の改善も含め都道府県の意見が反映された恒久的な

制度を構築するとともに、必要額を確保すること。 

また、「特定産業廃棄物に起因する支障の除去等に関する特別措置法」が令和

４年度末で失効したことを受け、同法に基づく環境大臣の同意を得た事業につい

ては令和５年度から特定支障除去等維持事業として５年間を上限とする財政支

援が開始されたところだが、生活環境保全上の支障又はそのおそれがない状態を

継続させるために都道府県等が実施する事業に対し、継続的な国の財政支援を実

施すること。 

さらに、産業廃棄物や特定家庭用機器等の不法投棄の防止対策など不適正処理

対策の推進のため、排出者責任の徹底や費用徴収方法などについて見直しを図る

こと。 

 

（４）産業廃棄物処理基準に違反する行為のうち、特に悪質な行為を行った者に対す

る直罰規定を設けること。 

また、改善命令に違反した者に対しても、十分な抑止力となるよう、罰則規定

を強化すること。 

  

（５）平成９年以降のダイオキシン類対策のために、市町村、一部事務組合及び広域

連合において、一時期に集中して整備・改修されたごみ焼却施設の老朽化が進み、

全国的に更新時期を迎えている状況にあり、令和６年度以降数年間における市町

村等の循環型社会形成推進交付金の要望額が令和５年度に比べ数百億円の増と

いう規模であり、交付金の予算が大幅に不足することが想定される。 

交付金の予算不足は、市町村等の廃棄物処理施設の整備計画を遅らせるだけで

なく、地域の適正なごみ処理に支障を来すおそれがあることから、市町村等の要

望額どおり交付されるよう、確実な予算措置を講じること。 

 

（６）拡大生産者責任の考え方を重視し、生産者が製品の循環的な利用や適正な処分

を推進するよう、生産者に対しより一層の取組を働きかけるほか、現行の各種リ

サイクル法が適用されない使用済みの太陽光パネルなどの製品についても、リサ

イクルシステムを早急に構築するとともに、必要に応じて各種製品に見合った処

理費用の前払い方式やデポジット制度を導入すること。 

また、適正な処理に向けて廃棄ルール等に関する必要な情報を周知するなど、

広く国民に対して、「リデュース・リユース・リサイクル」の普及を図ること。   

特に、太陽光パネルについては、国が強力に太陽光発電の普及拡大を推進した

結果として、発電事業終了後のメガソーラー等の発電設備の放置や不法投棄等が

懸念されており、また、電気設備の保安は国の責任であることから、発電事業終

了後における使用済パネルの適正処理に向けた法整備・原状回復時の代執行の体
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制整備とそのための資金確保を図るとともに、リサイクル事業者の育成の推進、

処理ルートの整備への支援を行うこと。 

また、世界的課題である海洋プラスチック問題や国内での廃プラスチックの滞

留問題等の観点に加え、Ｇ20 大阪サミットにおいて共有され、昨年開催されたＧ

７気候・エネルギー・環境大臣会合で 2040 年への前倒しが決定された「大阪ブル

ー・オーシャン・ビジョン」の実現に貢献する取組を世界の先頭に立って推進し

ていく観点からも、プラスチックごみの削減につながる取組、プラスチックの３

Ｒの取組や再生可能資源への転換をより一層進めるとともに、使用済プラスチッ

ク等の省ＣＯ２リサイクルシステムを構築すること。なお、「プラスチックに係る

資源循環の促進等に関する法律」への対応に伴い、プラスチック使用製品廃棄物

等の分別収集等に取り組む市町村への支援の充実や、自主回収等に取り組む事業

者の負担軽減を図ること。 

さらに、Ｇ７富山環境大臣会合で合意された「富山物質循環フレームワーク」

を推進するため、食品ロス・食品廃棄物対策や電気電子機器廃棄物（E-waste）の

管理など、資源効率性向上・３Ｒ推進への国の積極的な取組や地方公共団体への

支援の充実に努めること。 
 
（７）本年５月、「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律」

が成立し、再資源化事業等の高度化に係る計画の認定を受けた事業者に対して、

廃棄物処理法の特例が適用されることを踏まえ、当該事業者等に対して都道府県

が改善命令、措置命令等を行う事態となることのないよう、国において立入検査

などにより十分な指導を行うこと。 

また、特定産業廃棄物処分業者からの報告内容については、地域の資源循環を

促進する上で貴重なデータであるため、都道府県が詳細なデータを遅滞なく簡易

に入手できるよう配慮すること。 
 
（８）使用済プラスチックを再原料化することで、廃棄物の削減と化石燃料の低減に

より多くのＣＯ２排出削減が実現できるケミカルリサイクルは、循環経済におい

て大きな役割を果たすことが期待されることから、事業者の技術開発支援や分

別・回収を行う市町村への財政援助等の体制づくりを進めるとともに、資源有効

利用促進法に基づく識別表示制度の対象拡大や材質記号のより分かりやすい表

示に向けたガイドライン等の制度の見直しを行うこと。 
 
（９）小型家電リサイクル法が目指す「都市鉱山」の更なる開拓に向けて、認定事業

者から回収を受託した宅配業者が「ネットワーク内の協力会社へ再委託」できる

仕組みを構築するほか、宅配業者の参入を促進するため、当該宅配便のネットワ

ークが一定の要件を満たすときは、認定事業者の作成書類の簡略化、宅配業者の

表示義務の免除、再委託時の認定事業者からの承諾を不要とするなど、宅配便の

広域ネットワークを活用した回収・処理を進展させるための仕組みづくりを行う

こと。また、仕組みづくりに当たっては、離島等の条件不利地域が不利益を被ら

ないよう配慮すること。 
 
（10）再生利用を目的として回収された金属スクラップや使用済プラスチック類等の

再生資源物について、火災等の生活環境保全上の支障につながるような不適正処

理事案に対応するため、屋外保管及び処分に関する基準を設けるなど新たな法整

備を行うこと。なお、法整備を行う際は、地域の実情に応じて既に制度を設けて

いる地方公共団体の独自施策を踏まえた内容となるよう配慮すること。 
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２ 海洋ごみ対策等の推進について  
 
（１）海洋ごみ対策は、国際的な対応を含め、国が責任を持って取り組むべき問題で

あり、最終的な処理責任の所在が国であることを明確にした上で、海岸漂着物等

（漂流・海底ごみも含む）の回収・処理ルールを確立すること。 

その上で、海岸漂着物等の回収・処理及び普及啓発等の発生抑制対策への支援

制度については、十分な予算を確保するとともに、地方公共団体が大量の漂着物

を処理した場合を含めて、国の全額負担による恒久的な財政支援制度に改善する

こと。 

また、プラスチックごみ等の陸域から海洋への流出防止のため、川ごみの回収・

処理を支援する新たな制度を創設すること。 

なお、地域的な対策を地方公共団体が行う場合にあっても、海岸漂着物等の回

収・処理等の各段階における都道府県と市町村の役割分担を明確にし、地方公共

団体に混乱が生じないように対応策を講ずること。 

さらに、世界的にも問題となっている海洋環境におけるマイクロプラスチック

（微細なプラスチック）を含むプラスチックごみについては、生態系に及ぼす影

響が懸念されることから、その実態解明と発生抑制対策を早急に講ずること。 
 
（２）適切な場所に係留・保管されていないプレジャーボートを中心とした放置艇及

び不要となったが適切に処分されない沈廃船が、荒天時の転覆や油の流出を引き

起こし、問題を更に深刻化させることが懸念されるため、船舶の保管場所確保を

義務付ける制度や船舶購入時に所有者があらかじめリサイクル料金を負担する

廃船デポジット制度の創設など、環境整備に係る仕組みを早急に構築し、実効性

の高い放置艇対策を推進すること。 

 
３ 生物多様性保全対策等の推進について 
 
（１）生物多様性条約第 15 回締約国会議（ＣＯＰ15）で採択された新たな世界目標

「昆明・モントリオール生物多様性枠組」及びこれを踏まえて策定された「生物

多様性国家戦略 2023-2030」に掲げられた取組を進めるため、各地域においても

国と連携・協働して総合的な対策が推進できるよう、生物多様性地域戦略の改定

及びそれに基づく生物調査並びに「30by30」目標の達成に向けた取組等に地方交

付税措置を含めた必要な支援を行うこと。 

特に、本年４月に公布された「地域における生物の多様性の増進のための活動

の促進等に関する法律」について、適切な運用ができるよう地方公共団体に対し、

必要な支援を行うこと。 

また、生物多様性の危機が続く中で、施策立案の基礎となる科学的基盤の強化

を図るとともに、種の保存や生態系の保全に関する十分な財政措置を含めた対策

を進めること。 

さらに、多様な主体による取組が積極的になされるよう、国民や事業者に向け

た効果的な広報・啓発活動や継続的な取組に繋がる制度創設を行うこと。 
 

（２）攻撃性が強く、人体にとって危険な生物であるヒアリをはじめとした特定外来

生物の海外から国内への侵入を確実に阻止するとともに、国内への定着防止を図

ること。 
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特に、定着国等からの貨物により侵入する可能性が高いことから、海外での貨

物輸出時における防除が徹底されるよう関係国、関係者に働きかけること。 

また、特定外来生物による生態系等に係る被害の防止に関する法律の改正に伴

い、新たに都道府県や市町村等の役割が規定されたため、防除の判断基準や効果

的な防除方法を明確に示すとともに、地方公共団体が講じる特定外来生物による

生態系等に係る被害の防止のための措置等に対し、十分な財政措置を講ずること。 

加えて、防除対象種の繁殖期や生態を踏まえ、地方公共団体が効果的・効率的

な防除を実施できるよう国の交付金事務の迅速化及び柔軟な運用を図ること。 

 

（３）野生鳥獣による高山植物の食害等の自然生態系への影響や市街地に出没するこ

とによる人身被害も発生していること、また、新たにクマ類が指定管理鳥獣に追

加されたことを踏まえ、指定管理鳥獣捕獲等事業交付金や特別交付税措置を一層

拡充するとともに、生活被害・人身被害の防止及びその対応に不可欠な人材の確

保・育成並びに体制の維持への支援、生息実態調査への支援、狩猟等の安全対策

の強化など、なお一層の鳥獣対策の充実・強化を図ること。また、国立公園や国

有林、防衛省施設用地などにおいては、都道府県の鳥獣管理施策と一体的に進め

ること。 

 

（４）国立公園及び国定公園については、国、都道府県及び市町村等関係者が一体と

なって更に利用を推進していく必要があるが、公園の利用拠点において廃屋化し

た建物や電線類が景観を著しく損ねていることから、廃屋撤去や電線類地中化の

一層の促進に向け、国立公園利用拠点滞在環境等上質化事業の対象に国定公園を

加えるなど、受入れ環境の上質化に向けた対策を推進すること。 

   また、自然公園については、その豊かな自然や景観等が地域の重要な観光資源

であることに加え、2030 年の 30by30 達成に向けて、今後自然公園の新規指定や

大規模拡張が進められ、これまで以上に施設整備が必要となることなどから、地

方公共団体が行う自然公園の施設整備に対し、自然環境整備交付金の充実など積

極的な財政支援を行うこと。 

 
４ 有機フッ素化合物（PFAS）対策の推進について 
 

有機フッ素化合物（PFAS）は、その性質から様々な用途に使用されてきたが、

残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約においてその一つである PFOS、

PFOA 及び PFHxS が規制対象とされたほか、令和５年 12 月には国際がん研究機関

（IARC）が発がん性分類において PFOS の分類をグループ２Bに、PFOA の分類をグ

ループ１に位置付けるなど、環境や食物連鎖を通じて人の健康等に影響を及ぼす

可能性が指摘されている。 

国では、令和５年１月に設置した専門家会議において、同年７月に PFAS に関す

る今後の対応の方向性をとりまとめ、環境モニタリングの強化などに取り組むこ

ととしているが、PFAS に関する健康影響に関する科学的知見や存在状況、分析方

法及び対策技術の情報等が十分とはいえないことから、国民の健康影響等への不

安を払拭するには至っていない。 

また、米国では本年４月に飲料水中の PFOS と PFOA などについて、日本の水道

水における暫定目標値を大幅に下回る規制値が定められたと承知している。 

こうしたことを踏まえ、以下の取組により、国の責任において PFAS 対策の更な

る充実・強化を図ること。 
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・ PFAS について、引き続き国内外の健康影響に関する知見の集約に努めるとと

もに、新たな知見について、速やかに情報提供すること。 

・ 水道水、公共用水域及び地下水に係る調査結果の一体的な解析・研究を進め、

健康への影響に係る知見に応じた水道水、公共用水域及び地下水に係る評価指

標の取扱いを早急に検討すること。 

・ 水道水や環境中で PFOS 及び PFOA による汚染が発見された場合における排出

源特定のための調査や汚染の拡散防止策、水道水における浄水過程での除去方

法等について、具体的な方法を示すこと。 

・ 土壌汚染の状況を踏まえ、土壌に係る評価指標及び土壌汚染対策（未然防止

及び浄化対策）の検討を進めること。また、令和５年７月に示された土壌中の

PFOS、PFOA 及び PFHxS の暫定測定方法の精度の検証等を引き続き行った上で、

測定方法を確立すること。 

・ 地方公共団体が実施する排出源の特定調査において、排出源の候補として米

軍関連施設が考えられる場合には、日本政府として米国側に必要な情報開示を

強く求めるなど、調査に協力すること。 

・ PFAS の農畜水産物への蓄積及びそれを介した人への影響を早急に明らかにし、

必要な対策を講じること。 

 

５ 大気環境保全対策の推進について 
 
（１）微小粒子状物質（ＰＭ２．５）については、生成メカニズム等の高度な解析に

よる総合的かつ広域的な対策、越境大気汚染に対する技術協力の強化、常時監視

体制の整備のための都道府県の負担についての必要な支援、疫学的知見の収集、

国民に対する幅広い情報発信といった対策を着実に実施し、国民の健康への不安

の解消を図ること。 

また、大陸からの黄砂の飛来や火山の噴火などによる広域的なＰＭ２．５濃度

の上昇に対しては、地方公共団体が個々に注意喚起を行うのではなく、国が気象

情報とともに国民に情報提供を行うよう、「注意喚起のための暫定的な指針」の

見直しを行うこと。 
 
（２）光化学オキシダント濃度の上昇要因については、大陸からの汚染物質の影響な

どが示唆されていることから、地方公共団体の試験研究機関や大学などとの連携

を強化し、原因解明のための調査研究を更に進めるとともに、国際的対応も視野

に入れた対策を早急に講ずること。 
 
（３）自動車ＮＯx・ＰＭ法に基づく施策等総合的な自動車排出ガス対策を継続する

とともに、光化学オキシダントや微小粒子状物質（ＰＭ２．５）の原因物質の一

つとされる自動車燃料蒸発ガスの低減については、給油所側での対策が着実に進

むよう「大気環境配慮型ＳＳ認定制度」の普及拡大など、財政支援を含め必要な

措置を講ずること。特に、都心部に多く設置されている懸垂式の給油機について、

燃料蒸発ガスの回収に対応する機器の導入を促進するため、メーカーに更なる技

術開発を促すなど必要な措置を講じること。 
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６ アスベスト対策の推進について 
 

今後、アスベストが使用された可能性のある建築物の大量解体が見込まれている

中、令和３年４月の改正大気汚染防止法の施行に伴うレベル３のアスベスト含有建

材の規制対象への追加により、立入検査等を行う都道府県の役割は一層大きくなっ

ている。そのため、「アスベスト問題に係る総合対策」の計画的な推進を図るとと

もに、以下の対策により、国の責任においてアスベスト対策の更なる充実・強化を

図ること。 

・ アスベスト対策を専門とする人材の一層の育成・確保を図ること。特に、建築

物石綿含有建材調査者の育成については、関係省庁と連携を図り推進するととも

に、建築物石綿含有建材調査者等による事前調査の実施が令和５年 10 月１日か

ら義務付けられたこと、また、工作物についても令和８年１月 1 日から義務付け

られることを広く周知すること。 

・ 地方公共団体に対して、石綿漏えい監視等に関する技術講習会等の実施に要す

る費用に対する十分な財政措置を講ずること。また、石綿事前調査結果の確認に

要する職員の人件費や、石綿含有建材の分析体制の整備など立入検査に要する経

費に対しても十分な財政措置を講じること。 

・ 建築物等の吹付材以外も含めたアスベストの有無についての事前調査やその除

去等を促進するため、建築物の所有者等に対する助成制度を創設すること。また、

事前調査方法について、必要な設計図書等がない場合も、事業者が的確に事前調

査を実施できるよう、具体的かつ現実的な方法を示すこと。 

・ 令和４年４月から本格的に運用が開始された事前調査結果報告システムの利用

を更に推進するため、地方公共団体や事業者の意見を十分に反映し、早期に使い

やすいシステムに改修すること。 

・ 災害時のアスベスト飛散・ばく露防止対策については、能登半島地震等、近年

の大規模災害時における課題を踏まえ、迅速に実施できる体制が構築されるよう、

自治体への支援を行うこと。 

・ 中皮腫などの石綿による健康被害については、発症まで 40 年程の期間があると

されていることから、改正大気汚染防止法による効果は短期間では現れにくいも

のと考えられる。このため、「アスベスト問題に係る総合対策」における国民の

不安への対応の観点から、改正大気汚染防止法の施行により期待される効果を合

理的に説明できるよう都道府県等に情報提供を行うとともに、中・長期的な視点

で改正法の遵守の重要性とその期待される効果について、国民への丁寧な周知を

行うこと。また、他法令における石綿対策に係る情報についても整理し、わかり

やすく国民や事業者に周知すること。 

・ 石綿健康被害救済制度の充実を図るとともに、中皮腫などアスベスト関連疾患

の診断や治療法確立に向けた研究・開発を推進すること。この際、制度の見直し

が生じた場合は地方公共団体に費用負担を求めないこと。 

・ アスベスト対策の推進に当たっては、石綿障害予防規則、大気汚染防止法、建

設リサイクル法、廃棄物処理法等を所管する各省庁で連携を図り、縦割りの弊害

のない仕組みとすること。 
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７ 「国連・世界湖沼デー」の実現について 
 
 水環境は、人類の生活に密接に関係し、その中でも、湖沼は地表の淡水の約 87％

を占め、親水等の憩いの場、飲料水や農業用水の水源等として全国各地で重要な役

割を果たしている。 

 しかし、近年の気候変動等により水質や生態系の悪化など様々な環境への影響が

現れている。 

これらの状況に鑑み、「湖沼」への世界的な関心を喚起するため、昨年開催され

た「国連水会議 2023」や「第 19 回世界湖沼会議（ハンガリー）」において制定の

必要性が示され、本年５月の「第 10 回世界水フォーラム（インドネシア・バリ）」

の閣僚宣言においても制定が提案された「国連・世界湖沼デー」の実現に向けて、

国連機関や関係国などに賛同を呼びかけること。 

また、こうした国際的な動きも踏まえ、湖沼の保全に関する施策を積極的に講じ

ること。 
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